
 

 

 

① 障害のある方が、複雑な課題があっても多様な社会資源を活用し、自立して在宅生活を営むこ

とができる地域づくりを目指す。 

② 専門的なリハビリテーション技術を地域の障害者支援機関へ提供することで、障害のある方の

在宅生活を支える技術を向上させる。 
 

【要点１】 地域リハビリテーションセンター３か所の整備            

 障害のある人が、一人ひとりの特性と環境に応じた生活の再構築を図っていくためのリ

ハビリテーション専門機関として、市内３ヵ所の地域リハビリテーションセンターを整備

していきます。 
 

【要点２】（仮称）障害者リハビリテーションセンターの整備           

 南部地域に整備する地域リハビリテーションセンターは、精神保健福祉センターと障害

者更生相談所を統合し、（仮称）障害者リハビリテーションセンターとして整備していきま

す。 
 

【要点３】地域リハビリテーションセンターに専門機関の分室機能を設置      

 市内３ヶ所の地域リハビリテーションセンターには、精神保健福祉センターと障害者更

生相談所の分室機能を設置するとともに、整備地域の実情に応じて、日中活動サービスな

どの併設機能を整備していきます。 
 

【要点４】川崎市ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ福祉・医療センター再編整備基本計画を一部見直し   

 本計画の策定に伴い、川崎市リハビリテーション福祉・医療センター再編整備基本計画

を一部見直し、中原区井田地区には中部リハビリテーションセンタを整備していきます。 

 

専門的リハビリテーション支援の概念図 

通所事業所
グループ
ホーム

就労支援 移動支援 居宅介護

【地域リハビリテーションセンター】

医療・心理・作業療法・理学療法等

専門的見地からの支援

障害状況の評価、生活を営む上での必要な機能訓練、

補装具・福祉用具の提供、障害特性を踏まえた生活支援など

専門的相談機関（二次的相談）

【相談支援事業所】

基幹相談支援センター（各区１か所）

地域相談支援センター（各区２～３か所）

総合相談窓口（一次的相談）

困難ケース

相談

連携

ニーズ

様々な社会資源へつなげるケアマネジメント

技術的助言

保健福祉センター（７か所）

健康福祉ステーション（２か所）

専門的支援（直接支援）

技術的助言

中部リハビリテーションセンター
【中原区井田地区に整備】

（仮称）障害者リハビリテーションセンター
【川崎区又は幸区に整備】

【精神保健福祉センター、障害者更生相談所本体機能】

【南部リハビリテーションセンターを併設】

北部リハビリテーションセンター
【麻生区百合丘地区】
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地域リハビリテーションセンター整備基本計画の全体像

現在の機能

整備後の施設構成

北部リハビリテーションセンター
（麻生区百合丘地区：Ｈ２０開所）

百合丘障害者センター
精神保健福祉センター地域支援機能（分室機能）

障害者更生相談所相談判定機能（分室機能）

在宅支援機能

併設機能
日中活動系サービス

就労移行支援事業 定員２０名

就労継続支援Ｂ型事業 定員２０名

生活介護事業 定員１０名

生活訓練事業 定員 ６名

地域生活支援センター

就労援助センター

精神保健福祉センター
【Ｈ１４：中原区井田地区に開所】

【Ｈ１８：川崎区砂子地区に移転】

主な機能（精神障害者が対象）
・医学的・心理学的な専門的職種により、

①障害状況の評価を行う

②障害特性を踏まえた生活支援をコーディネート

していく「地域支援」機能を持つ。

障害者更生相談所
【Ｓ４７：中原区井田地区に開所】

【Ｈ２０：高津区二子地区に仮移転】

主な機能（身体・知的障害者が対象）
・身体障害者、知的障害者の更生相談所機能を有

し、

①障害状況の評価を行う

②その人の生活を営む上での必要な機能を獲得する

訓練や補装具・福祉用具の提供

③障害特性を踏まえた生活支援をコーディネート

していく「相談・判定・在宅支援」機能を持つ。

【考え方１】

地域リハビリテーションセンター

は、精神保健福祉センターの地域支

援機能と障害者更生相談所の相談判

定機能とともに在宅支援機能を基本

機能とし、地域の実情に応じた付加

機能を設け、南部・中部・北部の３

か所整備する。

３か所整備について、北部は既存

の麻生区百合丘地区、中部は再編

整備基本計画で位置づけられてい

る中原区井田地区、南部は川崎区

又は幸区内に整備する。

【考え方３】

各地域リハビリテーションセン

ターを統括する機能は、地域リハ

ビリテーションセンターのうち、

関係機関との連携面や利用者の利

便性の高いところに設置し、障害者

基本法改正などに伴うあらゆる障

害者への対応等の課題を解決する

ために、精神保健福祉センターと

障害者更生相談所の本体機能を統

合し整備する。

【考え方２】

整備に向けた

基本的な考え方

分
室
機
能

本体機能

課題と対応の方向性

継続

継続

【課題と対応１】

専門的相談機関での

あらゆる障害への対応

障害者基本法の改正により、障害

者の定義が拡大され、あらゆる障

害に対して相談しやすい地域に根

ざした専門的相談機関での的確な

対応

【課題と対応２】

リハビリテーション技術の

開発と普及

入所施設からの地域移行に必要な

住まい、福祉サービス、日常生活

や医療面でのケアなど専門的なリ

ハビリテーションサービスの提供

【課題と対応３】

生活の場でのきめ細かやかな支援

医学的・心理学的機能など専門的

機能を有した支援を生活の場でき

め細やかに実施

【課題と対応４】

障害のある方を支える

資源の質の確保

障害者地域リハビリテーションの提

供により地域生活を支えていくため

の、サービス水準の維持・向上

【課題と対応５】

地域での理解と支援体制の構築

住み慣れた地域で障害者が生活し

続けられるよう、地域での障害に

対する理解と地域資源の開発

基本目標
② 専門的なリハビリテーション技術を地域の障害者支援機関へ提供することで、障害のある方の在宅生活を支える技術を向上させる。
① 障害のある方が、複雑な課題があっても多様な社会資源を活用し、自立して在宅生活を営むことができる地域づくりを目指す。

（仮称）障害者リハビリテーションセンター
（川崎区又は幸区に整備）

【精神保健福祉センター・障害者更生相談所本体機能】

①障害者基本法改正にともなう、あらゆる障害者への対応等の課題を解決するた

めの機能を、地域リハビリテーションセンターの統括機能

②発達障害、高次脳機能障害、ひきこもりなどのあらゆる障害への相談支援

③先駆的リハビリテーション技術開発と医学・福祉工学などの知見を用いた

福祉産業の振興とも連携した福祉用具適用評価技術の活用

④他機関での取組、最新のリハビリテーション技術を習得する企画機能

⑤各地域でリハビリテーションセンター及び障害関係機関の人材育成機能

⑥要支援・要介護高齢者や中途障害者のリハビリテーションニーズに的確に対応

できる体制整備に向けた地域包括ケアシステムとの連携

（仮称）南部リハビリテーションセンター

障害者センター
精神保健福祉センターの地域支援機能（分室機能）

障害者更生相談所の相談判定機能（分室機能）

在宅支援機能

併設機能
地域の実情に応じて整備する。

北部リハビリテーションセンター
（麻生区百合丘地区：Ｈ２０開所）

百合丘障害者センター
精神保健福祉センター地域支援機能（分室機能）

障害者更生相談所相談判定機能（分室機能）

在宅支援機能

併設機能
日中活動系サービス

就労移行支援事業 定員２０名

就労継続支援Ｂ型事業 定員２０名

生活介護事業 定員１０名

生活訓練事業 定員 ６名

地域生活支援センター

就労援助センター

中部リハビリテーションセンター
（中原区井田地区に整備）

（仮称）井田障害者センター
精神保健福祉センターの地域支援機能（分室機能）

障害者更生相談所の相談判定機能（分室機能）

在宅支援機能

併設機能
周辺施設との効率的・効果的なサービス提供の観点と現行施設利用者

の継続的サービス利用の観点から整備する。



川崎市リハビリテーション福祉・医療センター再編整備基本計画の変更

中部リハビリテーションセンター

計画変更後の施設構成現在の計画における施設構成

（仮称）井田地域生活支援センター（指定管理）

現在の施設構成

精神科デイケア ５０名

身近な地域で就労支援を行っていく考え方から、南部、中部および北部の市内
３カ所の就労援助センターに機能を分散する。

○地域活動支援センター事業、相談支援事業については、基本的には現行機能を継続し

ていく。

○地域移行支援特別対策事業については、身近な地域で支援を行う観点から、南部地域

の（仮称）障害者リハビリテーションセンター及び北部・中部地域の地域リハビリテ

ーションセンターに機能分散する。

障害者更生相談所
【Ｓ４７：中原区井田地区に開所】

【Ｈ２０：高津区二子地区に仮移転】

主な機能（身体・知的障害者が対象）
・身体障害者、知的障害者の更生相談所機能を有し、

①障害状況の評価を行う

②その人の生活を営む上での必要な機能を獲得する訓練や補装

具・福祉用具の提供

③障害特性を踏まえた生活支援をコーディネート

していく「相談・判定・在宅支援」機能を持つ。

周辺施設機能との効率的・効果的なサービス提供の観点と、現行施設利用者の継続的サービス利用の観点から、現行計画の一部を変更し、併設機能を整備する。
見直しの

基本的考え方

生活訓練支援センター
（地域生活支援センター カシオペア）

【Ｓ47：中原区井田地区に開所】

※入所施設機能はH25年度に井田重度障害者等生活施設へ移転

主な機能（精神障害者を対象とする相談支援機能）
・地域活動支援センター事業

・相談支援事業（地域で生活する上の各種相談）

・地域移行支援特別対策事業
（市全体の精神科病院長期入院者の地域移行に向けた退院支援等）

障害者支援施設めいぼう
【Ｓ45：中原区井田地区に開所】

【Ｈ21：陽光園と明望園を統合し運営】

※入所施設機能はH25に井田重度障害者等生活施設へ移転

主な機能（身体・知的障害者を対象とする通所施設機能）
利用定員：生活介護 10名

自立訓練 10名

就労継続 30名 合計 ５０名

社会参加支援センター
【Ｓ47：中原区井田地区に開所】

主な機能（精神障害者を対象とする相談支援機能）

就労支援

診療所

精神科外来

精神科デイケア ５０名

（仮称）中央リハビリテーションセンター

中央機能 基本機能

障害者更生相談所本体機能（行政）

精神保健福祉センター分室機能（行政）

在宅支援室（指定管理）

地域生活支援センター（指定管理）

総合就労支援施設（指定管理）

就業・生活支援センター機能

日中活動系機能
利用定員：就労移行 ２０名

就労継続 ７０名 合計 ９０名
※就労移行支援事業に重点を置くととも、地域からの利

用者を考慮して実施する。

３障害を統合し、障害者自立支援法上の事業体系に即した施設機能とし

て整備する。相談・判定・地域支援機能と連携し、高度で専門的な就労

支援機能を有する総合就労支援施設を設置するとともに、全市の中核施

設とする。

現行の生活訓練施設で実施されている事業を継続して行う方向で、

3障害統合化や設置の必要性については今後検討を継続。

地域活動支援センター事業

相談支援事業

地域移行支援特別対策事業

【現行計画の位置づけ】

市全体の精神科病院長期入院者の地域移行に向けた退院支

援等も含めた現行施設カシオペアが有する機能について、

整備までに検討を継続する位置づけ

【現行計画の位置づけ】

（仮称）井田障害者センター

障害者更生相談所分室機能（行政）

精神保健福祉センター分室機能（行政）

（仮称）井田障害者センター在宅支援室（指定管理）

【計画変更の考え方】

地域活動支援センター事業

相談支援事業

地域移行支援特別対策事業（地域拠点）
○市内外病院との退院促進に向けた連携などを行う地域拠点として整備する。

精神科デイケア
利用定員：３５名

現在の社会参加支援センターで実施されている事業を引き続き行う。

【現行計画の位置づけ】

地域移行支援特別対策事業（統括拠点）
地域体制整備コーディネートなど（仮称）障害者リハビリテーションセン

ターに設置（開設までは精神保健福祉センター本体に設置）

（仮称）井田日中活動センター（指定管理）

○現行施設利用者の継続的なサービス利用の観点から、サービス種目と定員を見直す。

利用定員：就労移行 １０名

就労継続 ２０名

生活介護 ２０名

自立訓練 ３５名 合計 ８５名

【計画変更の考え方】

○精神科デイケアの現行機能を継続しつつ、発達障害など新たなニーズに対応するた

め、障害者自立支援法に基づくサービス体系に変更する。

就業面及び就業に伴う生活面の一体的な支援を行う。

【現行計画の位置づけ】


